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【主担当部局：雇用経済部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

誰もが働き続けられる職場環境づくりに向けて、企業、経済団体、労働団体、行政等が主体的に取

り組むことにより、性別や年齢、国籍、障がいの有無等に関わりなく、意欲や能力を十分発揮してい

きいきと働いているとともに、家庭生活も充実し、仕事と生活を調和させています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

多様な就労形
態を導入して
いる県内事業
所の割合 

 78.9％ 

 

79.9％  81.4％ 

77.9％     

目標項目の説明と令和３年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「三重県内事業所労働条件等実態調査」における調査対象事業所（従業員規模 10 人以上 300
人未満の県内事業所から抽出）のうち、「多様な就労形態を導入している」と回答した県内
事業所の割合 

３年度目標値 
の考え方 

令和５年度に 81.4％の企業が多様な就労形態を導入していることをめざして、平成 30 年度
までの２年間の実績値の伸び率を参考に、令和元年度から１ポイントずつ増加させることと
します。 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

民間企業におけ

る障がい者の法

定雇用率達成企

業の割合 

 61.1％ 

 

63.9％  69.5％ 

58.3％           

外国人雇用に係

るセミナー等を

活用した事業者

の満足度 

 90.0％ 

 

92.0％  95.0％ 

－            

 

現状と課題 

① 働く意欲のある全ての人が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を自分で選択し、自らの能

力・スキルを発揮することにより、いきいきと働き、地域の中で活躍できるよう、柔軟な就労形態

の導入など、企業における働き方改革を推進し、企業の生産性向上や人材確保・定着促進につなげ

る必要があります。 

② 新型コロナウイルス感染症の拡大が雇用情勢にも影響を及ぼす中、テレワークなど新しい働き方の

実現に有効な就労形態の導入促進を図る必要があります。 

 

Ⅰ「守る」～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～ 

 Ⅰ－１ 防災対策 

   Ⅰ－１－１ 防災対策の推進   

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

多様な働き方の推進 

 



③ 安心して働き続けるためには、雇用等に不安を抱える労働者に対する労働相談等のセーフティネッ

ト機能の充実が求められています。 

④ 働く意欲のある女性が、妊娠・出産・子育て等のさまざまなライフイベントを迎えても、希望する

形で就労することができるよう支援する必要があります。 

⑤ 生産年齢人口が減少する中、働く意欲のある高齢者がこれまで培ってきた経験や能力を発揮できる

よう、高齢者の心身の状況等に応じた多様な就労機会を提供することが求められています。 

⑥ 県内の民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合は、近年改善しているものの、一層

の雇用促進に向けて、ステップアップカフェなどを活用した気運の醸成や働きやすい職場づくりの

支援に取り組むとともに、障がい者のテレワーク就労など多様な働き方についての検討を進める必

要があります。 

⑦ 外国人労働者は雇用調整の対象になりやすく、また、企業においても受入体制の整備が十分でない

ことから、安心して働き続けることができる職場環境づくりが必要です。また、外国人の技能検定

試験受検者が増加することが見込まれるため、試験を円滑に実施できる体制整備が必要です。 

 

令和３年度の取組方向 

① 誰もが働きやすい職場環境や柔軟な働き方の実現に向けて取組を進める中で、新型コロナウイルス

感染症の拡大により、働き方が大きく変わりつつあります。企業の規模、業種にかかわらず働き方

を見直すとともに、健康経営の視点も入れながら、アドバイザーの派遣や「みえの働き方改革推進

企業」登録・表彰制度等の取組を進め、働き方改革を県内に広く普及していきます。 

② 時間や場所にとらわれない働き方の実現に有効なテレワークの導入促進を図るため、引き続き県内

企業への働きかけや支援を行うとともに、企業、経済団体、労働団体、行政など関係団体が一体と

なって県全体へのテレワークの浸透を図ります。 

③ 相談内容が年々複雑・多様化していること、また、新型コロナウイルス感染症の拡大が雇用情勢に

影響を及ぼしている現状を踏まえ、引き続き労働相談室において関係機関と連携しながら、的確な

対応に努めます。 

④ 働く意欲のある女性が、妊娠・出産・子育て、介護等のさまざまなライフイベントを迎えても、希

望する形で就労することができるよう、引き続き、一人ひとりのニーズに合わせて再就職を支援す

るとともに、県内高等教育機関の学生を対象に仕事と家庭の両立に関する講座の開催等により、就

労継続の意識啓発を進めていきます。 

⑤ 働く意欲のある高齢者の雇用を促進するため、引き続きシルバー人材センターの取組を支援します。

また、地域の多様な主体により設立された「三重県生涯現役促進地域連携協議会」において、高齢

者の心身の状況等に応じた多様な就労機会の創出につながるよう、県、労働局、経済団体、モデル

市など協議会の構成員が相互に連携し取り組みを進めていきます。 

⑥ 障がい者が希望や能力、適性を生かして働き、ともに働くことが当たり前の社会となるよう、職業

訓練・職場実習の機会を提供するとともに、ステップアップカフェや三重県障がい者雇用促進ネッ

トワークなどの取組を通じて企業や県民の理解をより一層促進します。また、障がい者のテレワー

クを積極的に推進するなど、障がい者が活躍できる多様な働き方を検討し、普及するとともに、障

がい者が働きやすい職場づくりに取り組みます。 

⑦ 外国人が安心して就労できる環境づくりを進めるため、大量離職発生時には関係機関と連携して迅

速に対応にあたります。また、企業側における受入体制の整備促進を図るセミナー等を開催すると

ともに、多言語による相談支援体制の整備や職業訓練・職場体験機会の提供に取り組みます。技能

検定試験については、受検者のニーズに応じて、円滑で効率的な試験が実施できるよう、試験実施

体制の整備を図ります。 

 



主な事業 

①働き方改革取組拡散事業【基本事業名：34201 働き方改革の推進】 

予算額：（R2）７，７０８千円 → （R3） ５，５５０千円 

事業概要：誰もがいきいきと働くことができる職場環境づくりや柔軟な働き方を実現するため、働

き方改革に意欲のある中小企業等を対象に、アドバイザーによる支援を行うとともに、

健康経営の視点も含めた働き方改革を促進するため、啓発などに取り組みます。 

 

②（新）テレワーク活用による働き方改革促進事業【基本事業名：34201 働き方改革の推進】 

予算額：（R2） － 千円 → （R3） ３，３９７千円 

事業概要：場所や時間にとらわれない働き方の実現に有効なテレワークの導入促進を図るため、初

歩的なテレワーク導入ガイドを作成するとともに、導入ガイドを活用した入門研修を実

施し、基礎知識を持って導入に一歩踏み出してもらえるよう企業を支援します。 

 

③労働相談室運営事業【基本事業名：34201 働き方改革の推進】 

予算額：（R2） １１，６５２千円 → （R3） １２，５１３千円 

事業概要：労働者が抱える労働問題を解決するためのセーフティネット機関として、「三重県労働

相談室」を運営し、相談員が電話や面談等による助言を行うほか、より専門的な相談に

ついては弁護士相談を行います。また、関係機関と連携して、外国人の方からの相談対

応にも取り組みます。 

 

④女性の就労支援事業【基本事業名：34201 働き方改革の推進】 

予算額：（R2） ５，６１７千円 → （R3） ４，６２７千円 

事業概要：働く意欲のある女性が希望する形で就労できるよう、一人ひとりのニーズに合わせて再

就職を支援するとともに、就労継続の意識啓発を進めます。 

 

⑤生涯現役促進地域連携事業【基本事業名：34201 働き方改革の推進】 

予算額：（R2） １０，１２１千円 → （R3） １０，０９１千円 

事業概要：働く意欲のある高齢者がこれまで培ってきた経験や能力を発揮して働くことができるよ

う、地域の各主体による協議会を設置し、協議会が行う高齢者の雇用・就業に関するニ

ーズ調査やモデル地域における高齢者雇用促進の取組を支援します。 

 

⑥障がい者ステップアップ推進事業【基本事業名：34202 障がい者の雇用支援】 

予算額：（R2） ６，５２４千円 → （R3） ６，２５２千円 

事業概要：県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援制度の周知、 

職場定着の推進に向けた企業の人材育成などの取組を進めます。また、ステップアップ

カフェを活用した障がい者雇用に関する意識醸成や、障がい者雇用に関する企業間ネッ

トワークの支援などに取り組みます。 

 

 

 

 

 



⑦（新）障がい者のテレワーカー育成事業【基本事業名：34202 障がい者の雇用支援】 

予算額：（R2） － 千円 → （R3） １５，９７７千円 

事業概要：障がい者のテレワークを進めることで、働く場（職種、職場）の可能性を広げ、重度の

身体障がいやコミュニケーションに障がいのある方など、これまで就労が困難と考えら

れていた障がい者の就労機会を創出するとともに、労働力の確保や職場定着につなげ、

障がい者雇用を促進します。 

 

⑧外国人の受入環境整備促進等事業【基本事業名：34203 外国人の雇用支援】 

予算額：（R2） ５,８２９千円 → （R3） ４，３６８千円 

事業概要：外国人材の受入を円滑に行うため、企業における受入体制の整備を促進するためのセミ

ナー等を開催し、適切な労働環境の確保を図ります。また、外国人留学生等が安心して

県内企業に就職することができるよう、県内企業との出会いと就職の機会を提供します。 

 


